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自由民主党静岡県支部連合会

厚生問題対策連絡協議会

会   長 良知 淳行 様

運営委員長 飯田 末夫 様

令和 5年 10月 26日

公益社団法人静岡県看護協

会長 松本志

静岡県看護連盟

会長 柏 崎

要 望 書

2025年を目前に控え、地域包括ケアシステムの充実とともに、地域において療養

を支える取り組みの強化が急がれます。

医療 ,介護・福祉を取 り巻く状況は、大きな変革の中にあり、看護職にはその専

門性を十分発揮し、社会や地域にある医療 。福祉資源を発掘・活用し、地域包括ケ

ア推進の要となることが求められております。

静岡県看護協会は、使命である「人々の健康で幸福な生活の実現」に向け、地域

包括ケアの充実、健康危機管理対策など社会の動向を見据え、看護職が果たすべき

役割を見極めながら、看護の専門性を発揮 し、看護職の確保・定着、質の高い看護

の提供、災害・感染症対策などの健康危機管理体制の強化等各種事業を進めてまい

ります。これらの実現に向けては、静岡県看護連盟と共に看護政策を考え、提言し

ます。

看護職が保健 。医療・福社の場で、実力を遺憾なく発揮し、切れ日のない医療・

介護の実現を目指す看護提供体制構築のための事項についてご配慮賜りますよう

要望いたします。

重点要望事項

1.全 ての看護職員の処遇改善の実現

2.看 護の質向上のための看護基礎教育充実

3.特 定行為に係 る看護師の研修受講への支援と地域活動推進強化ヘ

の支援

4.在 宅医療の推進と外来機能の強化

5.看 護業務のタスクシフト/シ エアとしての看護補助者確保対策推進

6.地 域の健康危機管理体制の整備 と災害時に対応できる看護職育成

への支援
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1.全ての看護職員の処遇改善の実現
1) す べての 員 の 善への 援処 遇

地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員に対 し、
R4年度診療報酬改定で「看護職員処遇改善評価料」が新設されたが その封
象をば変わつていない。 (全国で 57万人 (全体の 34%))
令和 6年度診療報酬改定に係る予算確保には、すべての看護職員の処遇改善

になる様イ看護職員処遇改善評価料」対象拡大のための予算確保を要

の賃金の実態は、国家資格を有する専門職としての職責や職務に見合
ないため、賃金構造の抜本的見直しが必要である。

2.看護の質向上のための看護基礎教育充実
1)
。2022年の新たなカリキュラムの改正は、lo2単位と増加したが|、 看護大学で
は 4年間で修業するのに対し、専門学校では 3年間で修業となり過密な状況
である。専門学校 4年制化に向けた検討会を、モデル校を加味・して開催して
ほしい。また、学生が集まらないとぃぅ危機的状況について学校側とのヒア
リングをしてほしぃ。

・看護師基礎教育の 4年制化を実現するためには、環境の整備や人員の確保な
ど費用面での負担が大きい。

2)准看護師有資格者の進学支援のための看護学科通信制課程設置
・ 県立看護導門学校に全日制の教育課程が開設されているが、准看護師の有資

格者は、看護師資格を取得するために退職し進学しなければならず、進学に
結びつかない現状がある。
また、東海地域での通信制課程は愛知県のみである。そこで、准看護師が看
護師資格を取得する機会を拡大するため看護学科通信制課程を県内設置が
必要である。さらに、県立看護専門学校の入学者数など評価 した上で設置場
所等の検討を望む。

3.特定行為に係る看護師の研修受講への支援と地域活動推進強化への支援
1) の の へ の

現在特定行為研修修了者は、
2,043人増、当県は令和 5年
目標値は 2023年度 260人。

令和 5年 3月 現在で全国 6,875人 (前年度比
3月 現在 164人 ※国の 目標 10万人、静岡県の

・県内の特定行為研修入学料・受講料助成申請の実績 (令和 1～ )

① Rl:16件、R2■ 5件、R3■ 4件、R4■4件、R5:30件見込み
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2)特定行為研修修了者の地域活動への推進強化支援を要望す る。

・ 特定行為研修修了者を配置することで、2024年 4月 から施行 される「医師の

働 き方改革新制度」への貢献や看護師の役割拡大に繋がることの認知度を高

めることが重要である。

・ 特定行為研修修了者が 自施設や地域で活躍す るためには、医療機 関管理者

(施設長や看護代表者等)の理解 と施設の支援体制構築等は必須であるため、

このことの周知が必要である。

4。 在宅医療の推進と外来機能の強化

1) 訪 問 の確保 と FH珂看諮 ステー シ ョンヘ の 政支援 を要 す る

。在宅医療の中心的役割を担う訪問看護ステーシヨン数は増加 しており、訪 問

看護に従事する看護師教 も増加 しているが、2022年度調査では県内の訪問看

護ステーシヨン 1事業所当た りの従事者数は 5。 55人でほぼ横ばいであり常

勤換算看護職員数が 5人未満の小規模事業所が 142か所 (54.6%)あ り、運

営が不安定である。

・ 静岡県第 8次保健医療計画にある機能強化型 を取得 している訪問看護ステ

ーション数は 19施設で全体の 7.3%(2023年 目標値 43施設,16.5%)、 24時

間封応体制加算は 89。 2%で あつた。訪問看護ステーシ ヨンヘの負担も大き

いことから、在宅におけるター ミナルケア等を担 う訪問看護ステーシヨンヘ

の財政支援が必要である。

2)外来看護職員配置の増員 (人員配置標準の見直 し)と 外来に認定及び専門看

謹 師配置 による外 能の強化への支援 を要望す るぉ

これまで入院で行つていた治療 (外来手術、外来がん療法等)が外来治療へ

移行 されるようにな り、外来医療の高度化が進んでいる。

外来看護職員あた りの外来患者数は、中央値 14.3対 と、平均値 17.3対 1で

あ り、昭和 23年 に制定 した人員配置 30姑 1は看護の実態に合わない。

5 看護業務のタスクシフト/シエアとしての看護補助者確保封策推進

1) 看誰補 者確保対策 のための支援 を要 す るn

特定行為研修修了者の役割拡大や医師のタスクシフ ト/シエアが進んでいる

が、看護師不足の課題は解決 してお らず、結果看護師の業務は増加 し負担

が大きくなつている。一方で医療機関においては、これまで看護師が実施

していた業務の一部 (看護師でなくてもできる業務)を看護補助者に移行

しチーム全体で関わる体制整備は進みつつある。「看護補助者のさらなる活

用に係 る評価」 として診療報酬上評価 されている。 しか し、補助者の確保

は看護師確保以上に難 しい状況がある。

県内すべてのハ ローワークと協働 した採用推進や、医療機関ごとの就職相談

会の実施、研修会の開催などが必要である。
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6.地域の健康危機管理体制の整備と災害時に対応できる看護職育成への支援
1)地域の健康危機管理体制の構築
。新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの経緯を踏まえ、国においては

平時から都道府県と医療機関との間で新興感染症等への対応に関する協定
を結ぶ仕組みの法定化をはじめ、広域での看護職員等の医療人材派遣や患者
搬送等を調整する仕組みが創設された。協会が取り組んできた災害支援ナー
スも紺象となるため、感染症拡大や大規模災害発生時等における看護支援活
動の体制整備を進めたい。厚労省の示す研修会は今年度から実施している。
有事はいつ発生するか分からないことから、災害・感染症発症時に直ちに赳
応できる看護職確保の体制構築のため、県行政と看護協会、関係団体が検討
する場を早急に確保すること。

2)風水害や地震等自然災害に対応する看護職育成
。近年、気象災害や地震等によりさまざまな地域で被害がもたらされている

現状に対応するため、平時からの災害時に紺応できる看護職の育成は必須
である。

・ 併せて、災害が発生した地域の医療・救護体制はひっ迫することを考慮 し、
救護所等で活躍する看護職の確保体制として、有事に地域で活躍できる災害
ボランティアナース (地域の開業医やクリニック等で働く看護職等)の育成
が不可欠である。一人でも多くの看護職が育成研修に参加できるよう関係団
体、行政への周知が必要である。
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